
福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）
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法令の理解 備考

加算報酬上の基準要件を満たしていない場合及び解釈通知に即したサービス
提供を実施されていない場合であって、当該報酬請求の内容が著しく悪質で不
正な請求と認められる場合

法第22条第3項に基づく返還金及び加算金（※4割）の徴収
（遡及適用あり）

【福祉用具貸与・特定福祉用具販売・住宅改修】　介護報酬等（2023年1月版）

※本チェックリストは、いわゆる赤本・青本・緑本等に掲載されている各種基準・告示・通知・QA・関連法令等を、通読
できるかたちに再編集したものです（準用規定もあるため一部サービス名が異なっている場合があります）。
※ローカルルール等もありますが、ここに示す国が定めた基本を理解することが重要です。本チェックリストをきっかけ
に、原典にもあたって頂き、必要に応じて指定権者や保険者等に確認をするようにして下さい。

報酬請求指導について

・加算報酬上の基準要件を一つでも満たしていない場合
・解釈通知に即したサービス提供を実施していないことにより加算本来の趣旨
を満たしていない場合

適切なサービスの実施となるよう是正指導の上、加算報酬上の基準要件等を
満たしていない部分について自己点検の上、過誤調整により返還させる
（遡及適用あり）
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

算定上における端数処理について

①単位数算定の際の端数処理
単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合
を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っ
ていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。

この計算の後、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
一部を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第73号）附則第12条に規定す
る単位数の計算を行う場合も、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うが、
小数点以下の端数処理の結果、上乗せされる単位数が１単位に満たない場合
は、１単位に切り上げて算定する。
ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業所と同一
建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者20人以上にサービスを行う場
合の減算を算定する場合等については、対象となる単位数の合計に当該加減
算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定することとする。

（例１）訪問介護（身体介護中心　20分以上30分未満で250単位）
・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の25％を加算
250×1.25＝312.5→313単位
・この事業所が特定事業所加算（Ⅳ）を算定している場合、所定単位数の５％を
加算
313×1.05＝328.65→329単位
＊250×1.25×1.05＝328.125として四捨五入するのではない。

（例２）訪問介護（身体介護中心　30分以上１時間未満で396単位）
・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象となる単位
数の合計に15％を加算
396×６回＝2,376単位
2,376×0.15＝356.4→356単位

②　金額換算の際の端数処理
算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端
数については「切り捨て」とする。
（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合（地域区分
は１級地）

329単位×８回＝2,632単位

2,632単位×11.40円／単位＝30,004.80円→30,004円

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードを基本と
して作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）で
ある。

【通則等】　端数処理
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受
けている者についても算定が可能であること。

②　①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は
各サービスのサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは、
「要介護認定等の実施について」（平成21年９月30日老発0930第５号厚生労働
省老健局長通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３　主治医の意見の
聴取」に規定する「主治医意見書」中「３．心身の状態に関する意見　(１)　日常
生活の自立度等について　・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいう
ものとする。なお、複数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を
用いるものとする。

【通則等】「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について

「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について
①　加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活
用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）
に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」とい
う。）を用いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又
は主治医意見書（以下この号において「判定結果」という。）を用いるものとす
る。

注５　特定施設入居者生活介護費（短期利用特定施設入居者生活介護費を算
定する場合を除く。）又は認知症対応型共同生活介護費（短期利用認知症対
応型共同生活介護費を算定する場合を除く。）、地域密着型特定施設入居者
生活介護費（短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定する場
合を除く。）若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定し
ている場合は、福祉用具貸与費は、算定しない。

【通則等】　他のサービスの利用

＜外泊時の居宅サービス利用＞

施設入所（入院）者が外泊した場合の居宅サービスの算定について
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／13

介護保健施設及び医療機関の入所（入院）者が外泊時に利用した居宅サービ
スについては､外泊時費用の算定の有無にかかわらず､介護保険において算
定できない。

施設入所（入院）者の外泊時に介護保険の給付対象となる居宅サービスを受
けられるか。
12.3.31事務連絡 介護保険最新情報vol.59 　 介護報酬等に係るQ&A ／ｃ

外泊時であっても、利用者の生活の本拠は介護保険施設であり、居宅要介護
高齢者と認められない（入所（入院）者である）ため、介護保険の給付対象とな
る居宅サービスを受けることはできない。（自己負担で受けることは可能であ
る。）
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

＜要介護状態区分月期途中で変更になった場合の請求＞

月の途中で要介護状態区分が変更となった場合、例えば4月15日に区分変更
申請を行い、要介護2から要介護3に変更となった場合、4月に提供している全
てのサービスの報酬請求は要介護3として請求するのか。
12.4.28事務連絡 介護保険最新情報vol.71 介護報酬等に係るQ&A vol.2 ／Ⅴ２

　報酬請求においては、当該サービスを提供した時点における要介護状態区
分に応じた費用を算定するものであるので、上記の場合、14日までは「要介護
2」に応じた単位数で請求し、15日からは「要介護3」に応じた単位数で請求する
ものとする。また、変更申請中における当該月の報酬請求については、要介護
状態区分の結果が分かった後に行うこととなる。なお、4月分の訪問サービスの
区分支給限度額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」の区
分支給限度基準額の9割を適用することとなっている。
（参考）訪問サービス区分の支給限度額管理の期間については、要介護認定
又は要支援認定の有効期間に係る日が属する月について、それぞれ当該月の
初日から末日までの1ヶ月間とすることとなっており、月途中で要介護状態区分
が変更となった場合、当該月にかかる訪問サービス区分支給限度額は、重い
方の要介護状態区分に応じた支給限度基準額の9割の額を適用する。

＜要介護状態区分の変更＞

要介護状態区分が月途中で変更になった場合の請求について
15.6.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.153 介護報酬に係るQ&A(vol.2） ／22

例えば4月15日に区分変更申請を行い、要介護2から要介護3に変更となった
場合、14日まで「要介護2」に応じた単位数で請求し、15日からは「要介護3」に
応じた単位数で請求する。また、変更申請中における当該月の報酬請求につ
いては、要介護状態区分の結果が判明した後に行うことになる。なお、4月分の
区分支給限度基準額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」
の区分支給限度基準額を適用する。

【通則等】　月途中の変更

③　医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られ
ていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定等の実施について」に基づ
き、認定調査員が記入した同通知中「２(４)　認定調査員」に規定する「認定調
査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄
の記載を用いるものとする。
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

＜特別地域加算等＞

月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそ
れ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対
象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となる
のか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／13

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割
り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。

＜福祉用具貸与＞
月途中でサービス提供の開始及び中止を行った場合の算定方法について
15.6.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.153 介護報酬に係るQ&A(vol.2） ／9

福祉用具貸与の介護報酬については、公定価格を設定せず、歴月単位の実勢
価格としている。福祉用具貸与の開始月と中止月が異なり、かつ、当該月の貸
与期間が一月に満たない場合については、当該開始月及び中止月は日割り計
算を行う。ただし、当分の間、半月単位の計算方法を行うことも差し支えない。
いずれの場合においても、居宅介護支援事業者における給付計算が適切にな
されるよう、その算定方法を運営規定に記載する必要がある。
なお、介護給付費明細書の記載方法について、福祉用具貸与を現に行った日
数を記載することとなったことに留意する。
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

老企第34号平成12年１月31日厚生省老人保健福祉局企画課長通知
介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて、より

第１　福祉用具
１　厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る
福祉用具の種目

(１)　車いす
貸与告示第１項に規定する「自走用標準型車いす」、「普通型電動車いす」及び
「介助用標準型車いす」とは、それぞれ以下のとおりである。

①　自走用標準型車いす
日本産業規格（ＪＩＳ）Ｔ9201:2006のうち自走用標準形、自走用座位変換形及び
パワーアシスト形に該当するもの及びこれに準ずるもの（前輪が大径車輪であ
り後輪がキャスタのものを含む。）をいう。
また、自走用スポーツ形及び自走用特殊形のうち要介護者等が日常生活の場
面で専ら使用することを目的とするものを含む｡

②　普通型電動車いす
日本産業規格（ＪＩＳ）Ｔ9203:2010のうち自操用標準形、自操用ハンドル形、自
操用座位変換形に該当するもの及びこれに準ずるものをいう。
なお、自操用簡易形及び介助用簡易形にあっては、車いす本体の機構に応じ
て①又は③に含まれるものであり、電動補助装置を取り付けてあることをもって
本項でいう普通型電動車いすと解するものではないものである。

③　介助用標準型車いす
日本産業規格（ＪＩＳ）Ｔ9201:2006のうち、介助用標準形、介助用座位変換形、
介助用パワーアシスト形に該当するもの及びそれに準ずるもの（前輪が中径車
輪以上であり後輪がキャスタのものを含む。）をいう。
また、日本産業規格(ＪＩＳ)Ｔ9203:2010のうち、介助用標準形に該当するもの及
びこれに準ずるもの（前輪が中径車輪以上であり後輪がキャスタのものを含
む｡）をいう。

１１　福祉用具貸与費（１月につき）
指定福祉用具貸与事業所（指定居宅サービス基準第１９４条第１項に規定する
指定福祉用具貸与事業所をいう。以下同じ。）において、指定福祉用具貸与
（指定居宅サービス基準第１９３条に規定する指定福祉用具貸与をいう。以下
同じ。）を行った場合に、現に指定福祉用具貸与に要した費用の額を当該指定
福祉用具貸与事業所の所在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数
（１単位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た単位数）とする。た
だし、１月当たりの平均貸与件数が１００件以上となったことのある福祉用具に
係る指定福祉用具貸与については、別に厚生労働大臣が定める福祉用具貸
与の基準を満たさない指定福祉用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は
算定しない。

注５　特定施設入居者生活介護費（短期利用特定施設入居者生活介護費を算
定する場合を除く。）又は認知症対応型共同生活介護費（短期利用認知症対
応型共同生活介護費を算定する場合を除く。）、地域密着型特定施設入居者
生活介護費（短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定する場
合を除く。）若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定し
ている場合は、福祉用具貸与費は、算定しない。

【福祉用具貸与費】　基本報酬
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

＜付属品のみの貸与＞
介護保険の給付を受けずに車いす、特殊寝台を使用している者が、車いす付
属品、特殊寝台付属品のみの貸与を受けた場合でも、介護保険の給付対象と
なるか。
12.11.22 介護保険最新情報vol.93 福祉用具貸与及び住宅改修の範囲の変更
に係るQ&Aについて

既に車いす、特殊寝台を使用している場合には、これらについて介護保険の給
付を受けているか否かにかかわらず、車いす付属品、特殊寝台付属品のみの
貸与について保険給付を受けることは可能である。

(３)　特殊寝台

貸与告示第３項に規定する「サイドレール」とは、利用者の落下防止に資するも
のであるとともに、取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたも
のに限られる。

(２)　車いす付属品
貸与告示第２項に掲げる「車いす付属品」とは、利用することにより、当該車い
すの利用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該当す
る。
なお、同項にいう「一体的に貸与されるもの」とは、車いすの貸与の際に併せて
貸与される付属品又は既に利用者が車いすを使用している場合に貸与される
付属品をいう。

①　クッション又はパッド
車いすのシート又は背もたれに置いて使用することができる形状のものに限
る。

②　電動補助装置
自走用標準型車いす又は介助用標準型車いすに装着して用いる電動装置で
あって、当該電動装置の動力により、駆動力の全部又は一部を補助する機能
を有するものに限る。

③　テーブル
車いすに装着して使用することが可能なものに限る。

④　ブレーキ
車いすの速度を制御する機能を有するもの又は車いすを固定する機能を有す
るものに限る。

＜付属品を追加して貸与する場合＞

車椅子やベッドを借りた後、身体の状況の変化等により必要がある場合には、
付属品のみを追加して貸与を受けることも可能か。
12.4.28事務連絡 介護保険最新情報vol.71 介護報酬等に係るQ&A vol.2 ／Ⅰ
(1）⑧2

平成12年1月31日老企第34号通知の付属品の説明に記載されているとおり、
既に利用者が車椅子や特殊寝台を介護保険の給付として貸与されている場
合、後から追加的に貸与される場合も算定できる。
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福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

(５)　床ずれ防止用具
貸与告示第５項に掲げる「床ずれ防止用具」とは、次のいずれかに該当するも
のをいう。

①　送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気パッドが装着された空気マット
であって、体圧を分散することにより、圧迫部位への圧力を減ずることを目的と
して作られたもの。

②　水、エア、ゲル、シリコン、ウレタン等からなる全身用のマットであって、体圧
を分散することにより、圧迫部位への圧力を減ずることを目的として作られたも
の。

(４)　特殊寝台付属品
貸与告示第４項に掲げる「特殊寝台付属品」とは、利用することにより、当該特
殊寝台の利用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該
当する。
なお、同項にいう「一体的に使用されるもの」とは、特殊寝台の貸与の際に併せ
て貸与される付属品又は既に利用者が特殊寝台を使用している場合に貸与さ
れる付属品をいう。

①　サイドレール
特殊寝台の側面に取り付けることにより、利用者の落下防止に資するものであ
るとともに、取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたものに限
る。

②　マットレス
特殊寝台の背部又は脚部の傾斜角度の調整を妨げないよう、折れ曲がり可能
な柔軟性を有するものに限る。

③　ベッド用手すり
特殊寝台の側面に取り付けが可能なものであって、起き上がり、立ち上がり、
移乗等を行うことを容易にするものに限る。

④　テーブル
特殊寝台の上で使用することができるものであって、門型の脚を持つもの、特
殊寝台の側面から差し入れることができるもの又はサイドレールに乗せて使用
することができるものに限る。

⑤　スライディングボード・スライディングマット
滑らせて移乗・位置交換するための補助として用いられるものであって、滑りや
すい素材又は滑りやすい構造であるものに限る。

⑥　介助用ベルト
居宅要介護者等又はその介護を行う者の身体に巻き付けて使用するもので
あって、起き上がり、立ち上がり、移乗等を容易に介助することができるもの。
ただし、購入告示第３項第７号に掲げる「入浴用介助ベルト」は除かれる。
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老振発第0410001号平成21年４月10日より

１　体位変換器

　「厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福
祉用具の種目」（平成11年３月31日厚生省告示第93号。以下「貸与告示」とい
う。）第６項に掲げる「体位変換器」については、解釈通知において、仰臥位か
ら側臥位への体位の変換を行うことができるもののみを給付対象としてきたと
ころであるが、今般、解釈通知の改正により、仰臥位から座位への体位の変換
を行えるものを給付対象に含めることとしたものである。ただし、安全性の確保
のため、転落等が予想されるベッド上での使用や、当該福祉用具が設計上想
定しない場面での使用は行わない等の留意が必要である。

＜体位変換器＞

福祉用具貸与の対象となる体位変換器について、「専ら体位を保持するための
ものは除かれる」とあるが、これは、体位の保持にも用いることができ、かつ、
身体の下に挿入することが容易にできるような工夫を施す等により、体位の変
換が容易にできるようにするものを排除するものではないと解してよいか。
14.3.28 事務連絡 運営基準等に係るQ&A ／Ⅴ

当該ただし書きは、まくら、座布団等、通常専ら就寝や安息のための用途に供
されるものを除外する趣旨である。従って、使用法によっては体位の保持の機
能を持つものであっても、身体の下への挿入が容易で、かつ、挿入後も形態が
崩れないなど体位の変換に容易に活用できるものであれば、対象となる。

(６)　体位変換器

貸与告示第６項に掲げる「体位変換器」とは、空気パッド等を身体の下に挿入
し、てこ、空気圧、その他の動力を用いることにより、仰臥位から側臥位又は座
位への体位の変換を容易に行うことができるものをいう。
ただし、専ら体位を保持するためのものは除かれる。

(７)　手すり
貸与告示第７項に掲げる「手すり」とは、次のいずれかに該当するものに限られ
る。
なお、前記(４)の③に掲げるものは除かれる。また、取付けに際し工事（ネジ等
で居宅に取り付ける簡易なものを含む。以下同じ。）を伴うものは除かれる。工
事を伴う場合であって、住宅改修告示第１号に掲げる「手すりの取付け」に該当
するものについては、住宅改修としての給付の対象となるところである。

①　居宅の床に置いて使用すること等により、転倒予防若しくは移動又は移乗
動作に資することを目的とするものであって、取付けに際し工事を伴わないも
の。

②　便器又はポータブルトイレを囲んで据え置くことにより、座位保持、立ち上
がり又は移乗動作に資することを目的とするものであって、取付けに際し工事
を伴わないもの。
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老振発第0410001号平成21年４月10日より

１　認知症老人徘徊感知機器

　貸与告示第11項に掲げる「認知症老人徘徊感知機器」については、解釈通知
において、「屋外へ出ようとした時又は屋内のある地点を通過したときに家族、
隣人等へ通報するもの」を対象としているところであるが、今般、検討会での議
論を踏まえ、「ベッドや布団等を離れた時に通報する」ものについても、「屋内の
ある地点を通過した時に」の解釈に含まれ、給付対象であることと整理したもの
である。

(10)　歩行補助つえ

松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラッ
チ及び多点杖に限る。

(11)　認知症老人徘徊感知機器

貸与告示第11項に掲げる「認知症老人徘徊感知機器」とは、認知症である老
人が徘徊し、屋外に出ようとした時又は屋内のある地点を通過した時に、セン
サーにより感知し、家族、隣人等へ通報するものをいう。

(８)　スロープ
貸与告示第８項に掲げる「スロープ」には、個別の利用者のために改造したも
の及び持ち運びが容易でないものは含まれない。

なお、取付けに際し工事を伴うものは除かれる。工事を伴う場合であって、住宅
改修告示第２号に掲げる「段差の解消」に該当するものについては、住宅改修
としての給付の対象となるところである。

(９)　歩行器

貸与告示第９項に規定する「把手等」とは、手で握る又は肘を載せるためのフ
レーム、ハンドグリップ類をいい、「体の前及び左右を囲む把手等を有する」と
は、これらの把手等を体の前及び体の左右の両方のいずれにも有することをい
う。ただし、体の前の把手等については、必ずしも手で握る又は肘を載せる機
能を有する必要はなく、左右の把手等を連結するためのフレーム類でも差し支
えない。また、把手の長さについては、要介護者等の身体の状況等により異な
るものでありその長さは問わない。

なお、上り坂ではアシスト、下り坂では制動、坂道の横断では片流れ防止及び
つまずき等による急発進防止の機能（自動制御等の機能）が付加されたもので
あって、左右のフレームとこれを連結する中央部のパイプからなり、四輪又はそ
れ以上の車輪を有し、うち二つ以上の車輪について自動制御等が可能である
ものを含む。
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老振発第0410001号平成21年４月10日より

２　移動用リフト（つり具の部分を除く。）
　貸与告示第12項に掲げる「移動用リフト（つり具の部分を除く。）」の床走行式
については、解釈通知において、「床を移動し」としていたことから、水平方向、
上下方向に移動するもののみを給付対象としてきたところであるが、今般、解
釈通知を「床又は階段等を移動し」と改正したことにより、階段等の斜め方向に
移動できるもの（以下「階段移動用リフト」という。）を給付対象に含めることとし
たものである。ただし、階段移動用リフトについては、転落等の事故の防止に留
意しなければならないこと及び使用にあたっては主に利用者の家族、訪問介護
員等（以下「利用者の家族等」という。）によって操作されることが想定されるた
め、利用者の家族等によって安全に使用されなければならないことから、階段
移動用リフトを指定福祉用具貸与又は指定介護予防福祉用具貸与（以下「指
定福祉用具貸与等」という。）として提供する場合には、次に掲げる手続き等を
経ること。

(１)　指定福祉用具貸与等の提供を行おうとする福祉用具専門相談員が、階段
移動用リフトの製造事業者等が実施している講習を受講し、かつ、当該講習の
課程を修了した旨の証明を受けていること。

(２)　福祉用具専門相談員が、サービス担当者会議等を通じて、利用者の家族
等に対し、利用者の家族等の心身の状況及びその置かれている環境に照らし
て、階段移動用リフトの適切な使用のための助言及び情報提供を行う等の必
要な措置を講じていること。

(３)　福祉用具専門相談員は、介護支援専門員又は担当職員（以下「介護支援
専門員等」という。）が居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居
宅サービス計画等」という。）に指定福祉用具貸与等として階段移動用リフトを
位置付ける場合にあっては、当該福祉用具の使用方法、使用上の留意事項等
について十分な説明を利用者の家族等に行った上で、実際に当該福祉用具を
使用させながら指導を行い、専門的な見地から安全性に十分に配慮してその
要否を判断し、責任をもって提供を行うこと。

(４)　指定福祉用具貸与事業所等は、階段移動用リフトの見やすい場所に使用
に当たっての留意事項等を掲示し、利用者の家族等に対し、安全性に関する
情報の提供を行うこと。

　なお、車いすに装着等することにより一体的に使用するもので、車いす付属
品として同様の機能を有するものについても、安全性の確保について同様に留
意する必要がある。

(12)　移動用リフト（つり具の部分を除く。）
貸与告示第12項に掲げる「移動用リフト」とは、次の各号に掲げる型式に応じ、
それぞれ当該各号に定めるとおりであり（つり具の部分を除く。）、住宅の改修
を伴うものは除かれる。

①　床走行式
つり具又はいす等の台座を使用して人を持ち上げ、キャスタ等で床又は階段等
を移動し、目的の場所に人を移動させるもの。

②　固定式
居室、浴室、浴槽等に固定設置し、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす
等の台座を使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの。

③　据置式
床又は地面に置いて、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす等の台座を
使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの（エレベーター及び
階段昇降機は除く。）。
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老振発第0617001号平成16年６月17日厚生労働省老健局振興課長通知
介護保険における福祉用具の選定の判断基準について　より

本判断基準は、介護支援専門員が居宅サービス計画に福祉用具を位置付け
る場合等に活用いただくことを念頭に作成したものでありますが、福祉用具に
ついては、その特性と利用者の心身の状況等とが適合した選定が重要である
ことから、自立支援の観点から適切な利用が進むよう、管下市町村及び介護支
援専門員等に広く周知願うとともに、下記の事項に留意の上、介護支援専門員
等に対して適切な指導方よろしくお願いします。

また、本判断基準は、介護支援専門員や福祉用具専門相談員等に対する福祉
用具に関する専門的な研修等の場においても、積極的に活用いただきますよ
う、よろしくお願いいたします。

なお、本通知は、地方自治法第245条の４に基づく技術的助言であることを申し
添えます。

介護保険における福祉用具は、心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障
がある要介護者又は要支援者（以下「要介護者等」という。）の日常生活上の便
宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であって、要介
護者等の日常生活の自立を助けるためのものです。

福祉用具については、介護保険の施行後、要介護者等の日常生活を支える道
具として急速に普及、定着していますが、その一方で、要介護者の軽い者に対
する特殊寝台、車いすの貸与など、利用者の状態像からその必要性が想定し
にくい福祉用具が給付され、介護保険法の理念である自立支援の趣旨に沿わ
ない事例が見受けられます。

そこで、介護保険における福祉用具が要介護者等に適正に利用されるよう、介
護支援専門員が居宅サービス計画に福祉用具を位置付ける場合等における
標準的な目安として「介護保険における福祉用具の選定の判断基準」（以下
「判断基準」という。）を別添のとおり作成しましたので、通知します。

(13)　自動排泄処理装置
貸与告示第13項に掲げる「自動排泄処理装置」とは、尿又は便が自動的に吸
引されるものであり、かつ、尿や便の経路となる部分を分割することが可能な
構造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に
使用できるもの。

交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の経路となるも
のであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に交換できるも
の。）及び専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの並びに専用パンツ、
専用シーツ等の関連製品は除かれる。
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第119回社会保障審議会介護給付費分科会による答申を受け、複数の福祉用
具を貸与する場合は、給付の効率化・適正化の観点から、予め都道府県等に
減額の規程を届け出ることにより、通常の貸与価格から減額して貸与すること
を可能とする。本取り扱いは、指定福祉用具貸与事業者や指定介護予防福祉
用具貸与事業者が複数の福祉用具を貸与する場合に、指定福祉用具貸与事
業者等の経営努力などの取り組みを柔軟に利用料に反映することで、適切な
利用料によって利用者に対する福祉用具貸与がなされることを目的とするもの
である。

老振発0327第３号平成27年３月27日
厚生労働省老健局振興課長通知
複数の福祉用具を貸与する場合の運用について　より

１　福祉用具については、その特性と利用者の心身の状況等とが適合した選定
が重要であることから、その活用に当たっては、利用者の心身の状況、福祉用
具の特性、その者の置かれている環境等に留意して居宅サービス計画を作成
すること。

２　介護支援専門員が居宅サービス計画に福祉用具を位置付ける場合は、本
判断基準の活用を図るとともに、「使用が想定しにくい状態像」又は「使用が想
定しにくい要介護度」に該当している場合、サービス担当者会議その他の機会
を通じて、福祉用具に関わる専門職から、専門的な見地からの意見を求め、そ
の妥当性について検討した上で、自立支援に資する居宅サービス計画の作成
に努めること。

３　現に福祉用具を使用しており、本判断基準の「使用が想定しにくい状態像」
又は「使用が想定しにくい要介護度」に該当している利用者については、サービ
ス担当者会議その他の機会を通じて、速やかにその妥当性について検討し、
適宜居宅サービス計画の見直しを行うこと。

４　福祉用具専門相談員をはじめ当該利用者に関わる福祉用具の専門職は、
サービス担当者会議その他の機会を通じ、利用者の心身の状況、福祉用具の
特性、その者の置かれている環境を十分に踏まえ、福祉用具が適切に選定さ
れ、かつ、使用されるよう、介護支援専門員に対して専門的知識に基づき助言
を行うこと。

なお、厚生労働省では、福祉用具の特性と利用者の心身状況等とが適合した
適正な福祉用具の選定が行われるよう、「介護保険福祉用具等データベースシ
ステム」を開発し、（財）テクノエイド協会のホームページで公開しているところで
ある。福祉用具の選定に当たっては、本判断基準と併せて、同システムも積極
的に活用されたい。

（編集注）別途資料は本文書の最後に掲載した。なお、自治体のHPによると、
本文書は、軽度者への福祉用具の例外給付の制度が開始する前のものになり
ます、とのこと
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４．減額の規定の整備

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年
３月31日厚生省令第37号）（以下、「指定基準」という。）等に規定するとおり運
営規定等に単品利用料と減額利用料のいずれについても記載する必要があ
る。

指定基準等により、指定福祉用具貸与事業者等は利用料等の運営規定を定
めることとされていることから、本取り扱いを行う指定福祉用具貸与事業者等に
おいては、減額利用料に関する規定を定め、各指定権者において規定する事
業者の指定に関する要領等に則った手続きが必要となる。

２．減額の対象となる福祉用具の範囲

減額の対象となる福祉用具の範囲は、指定福祉用具貸与事業者等が取り扱う
福祉用具の一部又は全てを対象とすることができることとする。

例えば、主要な福祉用具である車いす及び特殊寝台と同時に貸与される可能
性が高い以下の種目を減額の対象となる福祉用具として設定することなどが
考えられる。

①車いす付属品、②特殊寝台付属品、③床ずれ防止用具、④手すり、⑤ス
ロープ、⑥歩行器

３．減額する際の利用料の設定方法

指定福祉用具貸与事業者等は、既に届け出ている福祉用具の利用料（以下、
「単品利用料」という。）に加えて、減額の対象とする場合の利用料（以下、「減
額利用料」という。）を設定することとする。また、１つの福祉用具には、同時に
貸与する福祉用具の数に応じて複数の減額利用料を設定することも可能であ
る。

従って、本取り扱いを行う指定福祉用具貸与事業者等は、予め事業所内のシ
ステム等において１つの福祉用具に対して単品利用料と減額利用料を設定す
る必要がある。

なお、特定の福祉用具を複数組み合わせたもの、いわゆるセットを定めること
は認めないこととし、利用者の状態に応じて適切な福祉用具が選定できるよ
う、個々の福祉用具に減額利用料を設定することとする。

１．複数の福祉用具を貸与する場合の考え方

複数の福祉用具を貸与する場合とは、同一の利用者に２つ以上の福祉用具を
貸与する場合とする。そのため複数の捉え方については、例えば１つの契約に
より２つ以上の福祉用具を貸与する場合、契約数に関わらず２つ以上の福祉
用具を貸与する場合等、指定福祉用具貸与事業者等が実情に応じて規定する
こととなる。
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老高発0322第１号平成30年３月22日
厚生労働省老健局高齢者支援課長通知
福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について　より

７．居宅介護支援事業所等への連絡

本取り扱いに関する運用を含め、指定福祉用具貸与事業者等が利用料を変更
する際は、居宅介護支援事業所等において区分支給限度基準額管理を適正
に行えるよう、その都度、関係事業所が必要な情報を共有すること。

８．その他留意事項

減額する福祉用具の利用料については、利用料のうち重複する経費として想
定されるアセスメント、契約手続き、配送・納品及びモニタリング等に係る経費
に相当する範囲において適切に設定いたただくようご留意願いたい。

６．利用者への説明

本運用を適用する場合、或いは適用されなくなる場合において変更契約等を行
う際には、指定福祉用具貸与事業者等は契約書等においてその旨を記載し、
利用者に対して利用料の変更に関する説明を行い、理解を得ること。

５．減額利用料の算定等

月の途中において、本取り扱いが適用される場合、或いは適用されなくなる場
合の算定方法は、「介護報酬に係るＱ＆Ａ（vol.２）」（平成15年６月30日事務連
絡）でお示ししている「月途中でサービス提供の開始及び中止を行った場合の
算定方法について」等の取り扱いに準じることとする。

１　基準の性格

基準においては、福祉用具の貸与価格が、当該福祉用具の全国平均貸与価
格に当該福祉用具の全ての貸与価格の標準偏差を加えることで算出される額
（以下「貸与価格の上限」という。）を超えないこととしている。これを超えて福祉
用具貸与を行った場合、福祉用具貸与費は算定しない。

２　運用に当たっての留意事項

（１）商品ごとの全国平均貸与価格の公表及び貸与価格の上限設定（以下「上
限設定等」という。）については、平成30年10月から適用する。なお、新商品に
ついては、３月に１度の頻度で上限設定等を行う。

（２）上限設定等については、３年に１度の頻度で見直しを行う。ただし、見直し
を行うとき、上限設定等から経過した期間が１年未満の新商品については見直
しを行わず、次に見直しを行う年度に見直すこととする。

（３）上限設定等を行うに当たっては、月平均100件以上の貸与件数となったこ
とがある商品について適用する。

（４）（１）から（３）までについては、施行後の実態も踏まえつつ、実施していくこ
ととする。
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２ 平成30年10月以降の留意事項について

（１）福祉用具専門相談員による全国平均貸与価格の説明について

平成30年10月以降、福祉用具専門相談員においては、貸与しようとする商品
の特徴や貸与価格に加え、当該商品の全国平均貸与価格を利用者に説明す
ることとなります。
利用者への説明に当たっては、上記１により公表された全国平均貸与価格を
御活用いただきますようお願いします。

（２）介護給付費請求について

平成30 年10 月の貸与分以降、福祉用具貸与事業者においては、商品ごとの
貸与価格の上限を超えて貸与を行った場合、福祉用具貸与費は算定されない
ので、御留意いただきますようお願いします。
なお、貸与価格の上限が設定された商品について、今後、商品コードに変更が
生じることもあり得ますが（例えば、福祉用具届出コードを有する商品がＴＡＩＳ
コードを取得する等）、商品コードの変更後においても、当該商品の上限は適
用されますので、御留意いただきますようお願いします。

（注）商品コードの記載に係る留意事項等につては、「平成30年度以降の福祉
用具貸与に係る商品コードの付与・公表について」（平成30年４月17日事務連
絡）の「３ 商品コードの介護給付費明細書への記載について」を御参照いただ
きますようお願いします。

事務連絡平成30年７月13日
厚生労働省老健局高齢者支援課通知
福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表について　より

１　商品ごとの全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の掲載先について

商品ごとの全国平均貸与価格及び貸与価格の上限については、厚生労働省
のホームページに掲載していますので、以下を御参照いただきますようお願い
します（貸与件数が月平均100件未満の商品は除く。）。

○掲載先（厚生労働省ホームページ）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html
※ 本内容は、公益財団法人テクノエイド協会のホームページでも掲載していま
す。＜http://www.techno-aids.or.jp/tekisei/index.shtml＞
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厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉
用具の種目

三十一　指定居宅サービス介護給付費単位数表の福祉用具貸与費の注４の
厚生労働大臣が定める者

イ　次に掲げる福祉用具の種類に応じ、それぞれ次に掲げる者

（１）　車いす及び車いす付属品　次のいずれかに該当する者
（一）　日常的に歩行が困難な者
（二）　日常生活範囲において移動の支援が特に必要と認められる者

（２）　特殊寝台及び特殊寝台付属品　次のいずれかに該当する者
（一）　日常的に起きあがりが困難な者
（二）　日常的に寝返りが困難な者

（３）　床ずれ防止用具及び体位変換器　日常的に寝返りが困難な者

（４）　認知症老人徘（はい）徊（かい）感知機器　次のいずれにも該当する者
（一）　意思の伝達、介護を行う者への反応、記憶又は理解に支障がある者
（二）　移動において全介助を必要としない者

（５）　移動用リフト（つり具の部分を除く。）　次のいずれかに該当する者
（一）　日常的に立ち上がりが困難な者
（二）　移乗において一部介助又は全介助を必要とする者
（三）　生活環境において段差の解消が必要と認められる者

（６）　自動排泄（せつ）処理装置　次のいずれにも該当する者
（一）　排便において全介助を必要とする者
（二）　移乗において全介助を必要とする者

注４　要介護状態区分が要介護１である者に対して、厚生労働大臣が定める福
祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成１１年厚
生省告示第９３号）第１項に規定する車いす、同告示第２項に規定する車いす
付属品、同告示第３項に規定する特殊寝台、同告示第４項に規定する特殊寝
台付属品、同告示第５項に規定する床ずれ防止用具、同告示第６項に規定す
る体位変換器、同告示第１１項に規定する認知症老人徘徊感知機器及び同告
示第１２項に規定する移動用リフトに係る指定福祉用具貸与を行った場合は、
福祉用具貸与費は算定しない。また、要介護状態区分が要介護１、要介護２又
は要介護３である者に対して、同告示第１３項に規定する自動排泄処理装置
（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）に係る指定福祉用具貸与を
行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別に厚生労働大臣が定
める者に対する場合については、この限りでない。

【福祉用具貸与費】　要介護１の場合

17／82



福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

(２)　要介護１の者等に係る指定福祉用具貸与費

①　算定の可否の判断基準

要介護１の者に係る指定福祉用具貸与費については、その状態像から見て使
用が想定しにくい「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属
品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、「認知症老人徘徊感知機器」、「移動
用リフト（つり具の部分を除く。）」及び「自動排泄処理装置」（以下「対象外種
目」という。）に対しては、原則として算定できない。また、「自動排泄処理装置
（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）」については、要介護１の者
に加え、要介護２及び要介護３の者に対しては、原則として算定できない。しか
しながら利用者等告示第31号のイで定める状態像に該当する者については、
軽度者（要介護１の者をいう。ただし、自動排泄処理装置については、要介護
１、要介護２及び要介護３の者をいう。以下(２)において同じ。）であっても、その
状態像に応じて利用が想定される対象外種目について指定福祉用具貸与費
の算定が可能であり、その判断については、次のとおりとする。

ア　原則として次の表の定めるところにより、「要介護認定等基準時間の推計
の方法」（平成11年厚生省告示第91号）別表第１の調査票のうち基本調査の直
近の結果（以下単に「基本調査の結果」という。）を用い、その要否を判断するも
のとする。

イ　ただし、アの（二）「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認めら
れる者」及びオの（三）「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」
については、該当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及
び福祉用具専門相談員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な
者が参加するサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより指
定居宅介護支援事業者が判断することとなる。なお、この判断の見直しについ
ては、居宅サービス計画に記載された必要な理由を見直す頻度（必要に応じて
随時）で行うこととする。

ウ　また、アにかかわらず、次のⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨が医
師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた
適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されて
いる場合にあっては、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認
することにより、その要否を判断することができる。この場合において、当該医
師の医学的な所見については、主治医意見書による確認のほか、医師の診断
書又は担当の介護支援専門員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師
の所見により確認する方法でも差し支えない。

ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯に
よって、頻繁に利用者等告示第31号のイに該当する者
（例　パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）

ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに利用者等
告示第31号のイに該当することが確実に見込まれる者
（例　がん末期の急速な状態悪化）

ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回
避等医学的判断から利用者等告示第31号のイに該当すると判断できる者
（例　ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による
誤嚥性肺炎の回避）

注　括弧内の状態は、あくまでもⅰ）～ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあ
るものを例示したにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、
ⅰ）～ⅲ）の状態であると判断される場合もありうる。
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【福祉用具貸与費】　交通費の加算の取扱い

(１)　事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱いは、以
下のとおりである。

①　交通費の算出方法について

注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域において指定福祉用具
貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済的な通常の経路及び方法
（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な階級）による交通費とすることを基
本として、実費（空路で運搬又は移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移
動する場合には船賃、陸路で運搬又は移動する場合には燃料代及び有料道
路代（運送業者を利用して運搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福
祉用具を同一利用者に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度
に複数の利用者に係る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合にお
ける交通費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。

②　交通費の価格体系の設定等について

指定福祉用具貸与事業者は、交通費の額及び算出方法について、あらかじめ
利用者の居住する地域に応じた価格体系を設定し、運営規程に記載しておくも
のとする。なお、指定福祉用具貸与事業者は、運営規程に記載した交通費の
額及びその算出方法を指定福祉用具貸与の提供に当たって利用者に説明す
るとともに、当該利用者に係る運搬又は移動に要した経路の費用を証明できる
書類（領収書等）を保管し、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供に関する
記録として保存するものとする。

②　基本調査結果による判断の方法

指定福祉用具貸与事業者は、軽度者に対して、対象外種目に係る指定福祉用
具貸与費を算定する場合には、①の表に従い、「厚生労働大臣が定める者」の
イへの該当性を判断するための基本調査の結果の確認については、次に定め
る方法による。なお、当該確認に用いた文書等については、サービス記録と併
せて保存しなければならない。

ア　当該軽度者の担当である指定居宅介護支援事業者から当該軽度者の「要
介護認定等基準時間の推計の方法」別表第１の認定調査票について必要な部
分（実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに
基本調査の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下
「調査票の写し」という。）の内容が確認できる文書を入手することによること。

イ　当該軽度者に担当の指定居宅介護支援事業者がいない場合にあっては、
当該軽度者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手すること。
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④　注２に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生
労働大臣が定める施設基準に適合する指定福祉用具貸与事業所が複数の福
祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合の加算限度について

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保険給付対
象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の２に相当する額を限
度として加算できるものとする。この場合において、交通費の額が当該３分の２
に相当する額に満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、
それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。

なお、実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数を
いうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又
は再開した事業所を含む。）については、直近の３月における１月当たりの平均
実利用者数を用いるものとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開し
た事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。平均実利
用者数については、毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合
については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。また、当該加算
を算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意を得
てサービスを行う必要があること。

⑤　注３に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に
対して、通常の事業の実施地域を越えて複数の福祉用具を同一利用者に対し
て同時に貸与した場合の加算限度について

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保険給付対
象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の１に相当する額を限
度として加算できるものとする。この場合において、交通費の額が当該３分の１
に相当する額に満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、
それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。なお、当該加算を
算定する利用者については、指定居宅サービス基準第197条第３項第１号に規
定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。

③　注１に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定福祉用具
貸与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合の
加算限度について

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保険給付対
象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の100分の100に相当する額
を限度として加算できるものとする。この場合において、交通費の額が当該100
分の100に相当する額に満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按
分して、それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。

20／82



福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

注１　搬出入に要する費用は、現に指定福祉用具貸与に要した費用に含まれ
るものとし、個別には評価しない。ただし、指定福祉用具貸与事業所が別に厚
生労働大臣が定める地域に所在する場合にあっては、当該指定福祉用具貸与
の開始日の属する月に、当該指定福祉用具貸与事業者（指定居宅サービス基
準第１９４条第１項に規定する指定福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の
通常の事業の実施地域（指定居宅サービス基準第２００条第５号に規定する通
常の事業の実施地域をいう。以下同じ。）において指定福祉用具貸与を行う場
合に要する交通費（当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に
要する経費及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定福祉用具貸与事業者
の専門相談員１名の往復の交通費を合算したものをいう。以下同じ。）に相当
する額を当該指定福祉用具貸与事業所の所在地に適用される１単位の単価で
除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定福祉用具貸与に係る福
祉用具貸与費の１００分の１００に相当する額を限度として所定単位数に加算
する。

厚生労働大臣が定める地域

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省
告示第十九号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の
注１１、訪問入浴介護費の注５、訪問看護費の注７、訪問リハビリテーション費
の注３、居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注３、ロ（１）から（３）までの注
２、ハ（１）及び（２）の注４、ニ（１）及び（２）の注２並びにホ（１）から（３）までの注
２並びに福祉用具貸与費の注１、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定
に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十号）別表指定居宅介護支援介護
給付費単位数表の居宅介護支援費の注１、注２及び注４、指定地域密着型
サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示
第百二十六号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡
回・随時対応型訪問介護看護費の注５、夜間対応型訪問介護費の注４、小規
模多機能型居宅介護費の注７及び複合型サービス費の注６、指定介護予防
サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示
第百二十七号）別表指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防
訪問入浴介護費の注５、介護予防訪問看護費の注６、介護予防訪問リハビリ
テーション費の注３、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注３、
ロ（１）から（３）までの注２、ハ（１）及び（２）の注４、ニ（１）及び（２）の注２並びに
ホ（１）から（３）までの注２並びに介護予防福祉用具貸与費の注１、指定地域密
着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚
生労働省告示第百二十八号）別表指定地域密着型介護予防サービス介護給
付費単位数表の介護予防小規模多機能型居宅介護費の注７並びに介護保険
法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣
が定める基準（令和三年厚生労働省告示第七十二号）別表単位数表の訪問型
サービス費の注４の厚生労働大臣が別に定める地域

【加算】　特別地域福祉用具貸与加算
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一　離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により
指定された離島振興対策実施地域

二　奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条
に規定する奄美群島

三　山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指
定された振興山村

四　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条
第一項に規定する小笠原諸島

五　沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定す
る離島

六　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
の規定により指定された豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特
別豪雪地帯、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置
等に関する法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺
地、過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域その他の地域のうち、人口密度が希薄であること、交通が
不便であること等の理由により、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第
四十一条第一項に規定する指定居宅サービス及び同法第四十二条第一項第
二号に規定する基準該当居宅サービス並びに同法第四十六条第一項に規定
する指定居宅介護支援及び同法第四十七条第一項第一号に規定する基準該
当居宅介護支援並びに同法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サー
ビス及び同法第五十四条第一項第二号に規定する基準該当介護予防サービ
スの確保が著しく困難であると認められる地域であって、厚生労働大臣が別に
定めるもの

①　交通費の算出方法について
注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域において指定福祉用具
貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済的な通常の経路及び方法
（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な階級）による交通費とすることを基
本として、実費（空路で運搬又は移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移
動する場合には船賃、陸路で運搬又は移動する場合には燃料代及び有料道
路代（運送業者を利用して運搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福
祉用具を同一利用者に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度
に複数の利用者に係る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合にお
ける交通費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。

③　注１に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定福祉用具
貸与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合の
加算限度について

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保険給付対
象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の100分の100に相当する額
を限度として加算できるものとする。この場合において、交通費の額が当該100
分の100に相当する額に満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按
分して、それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。
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【加算】　中山間地域等における小規模事業所加算

注２　別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適合する指定福祉用具貸与事業所の場合にあっては、当該
指定福祉用具貸与の開始日の属する月に、当該指定福祉用具貸与事業者の
通常の事業の実施地域において指定福祉用具貸与を行う場合に要する交通
費に相当する額の３分の２に相当する額を当該指定福祉用具貸与事業所の所
在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに
当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具貸与費の３分の２に相当する額を限度
として所定単位数に加算する。

＜特別地域加算等＞
月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそ
れ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対
象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となる
のか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／13

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割
り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。

＜特別地域加算＞
特別地域加算を意識的に請求しないことは可能か。
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／17

加算の届出を行っている場合において、利用者負担の軽減を図る趣旨であれ
ば、加算を請求しないということにより対応するのではなく、介護給付費の割引
率を都道府県に登録することが原則である。
ただし、利用者の居宅が特別地域外に所在するなど特別な事情がある場合に
は、利用者負担の軽減を図るために、当該利用者について特別地域加算を意
識的に請求しないことはできる。

＜特別地域加算等＞
特別地域加算（１５％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提供加算
（５％）、又は、中山間地域等における小規模事業所加算（１０％）と中山間地域
等に居住するものへのサービス提供加算（５％）を同時に算定することは可能
か。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／11

特別地域加算対象地域又は中山間地域等における小規模事業所加算対象地
域にある事業所が通常のサービス実施地域を越えて別の中山間地域等に居
住する利用者にサービスを提供する場合にあっては、算定可能である。
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二十五　指定福祉用具貸与における指定居宅サービス介護給付費単位数表
の福祉用具貸与費の注２に係る施設基準

一月当たり実利用者数が十五人以下の指定福祉用具貸与事業所（指定居宅
サービス等基準第百九十四条第一項に規定する指定福祉用具貸与事業所を
いう。）であること。

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省
告示第十九号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「指定居宅
サービス介護給付費単位数表」という。）の訪問介護費の注１２、訪問入浴介護
費の注６、訪問看護費の注８、訪問リハビリテーション費の注４、居宅療養管理
指導費のイ（１）及び（２）の注４、ロ（１）から（３）までの注３、ハ（１）及び（２）の
注５、ニ（１）及び（２）の注３並びにホ（１）から（３）までの注３並びに福祉用具貸
与費の注２、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成
十二年厚生労働省告示第二十号）別表指定居宅介護支援介護給付費単位数
表（以下「指定居宅介護支援介護給付費単位数表」という。）の居宅介護支援
費の注１、注２及び注５、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に
関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十六号）別表指定地域密着型
サービス介護給付費単位数表（以下「指定地域密着型サービス介護給付費単
位数表」という。）の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の注７、夜間対応
型訪問介護費の注５、小規模多機能型居宅介護費の注８及び複合型サービス
費の注７、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平
成十八年厚生労働省告示第百二十七号）別表指定介護予防サービス介護給
付費単位数表（以下「指定介護予防サービス介護給付費単位数表」という。）の
介護予防訪問入浴介護費の注６、介護予防訪問看護費の注７、介護予防訪問
リハビリテーション費の注４、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）
の注４、ロ（１）から（３）までの注３、ハ（１）及び（２）の注５、ニ（１）及び（２）の注
３並びにホ（１）から（３）までの注３並びに介護予防福祉用具貸与費の注２、指
定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成
十八年厚生労働省告示第百二十八号）別表指定地域密着型介護予防サービ
ス介護給付費単位数表（以下「指定地域密着型介護予防サービス介護給付費
単位数表」という。）の介護予防小規模多機能型居宅介護費の注８並びに介護
保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働
大臣が定める基準（令和三年厚生労働省告示第七十二号）別表単位数表の訪
問型サービス費の注５の厚生労働大臣が別に定める地域

厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成二十七年厚生労働省告示第九十
三号）第二号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地域のうち厚
生労働大臣が定める地域（平成二十四年厚生労働省告示第百二十号）に規定
する地域を除いた地域

イ　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
の規定により指定された豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特
別豪雪地帯

ロ　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す
る法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺地

ハ　半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指
定された半島振興対策実施地域

ニ　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に
関する法律（平成五年法律第七十二号）第二条第一項に規定する特定農山村
地域

ホ　過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域
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＜特別地域加算等＞
特別地域加算（１５％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提供加算
（５％）、又は、中山間地域等における小規模事業所加算（１０％）と中山間地域
等に居住するものへのサービス提供加算（５％）を同時に算定することは可能
か。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／11

特別地域加算対象地域又は中山間地域等における小規模事業所加算対象地
域にある事業所が通常のサービス実施地域を越えて別の中山間地域等に居
住する利用者にサービスを提供する場合にあっては、算定可能である。

①　交通費の算出方法について

注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域において指定福祉用具
貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済的な通常の経路及び方法
（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な階級）による交通費とすることを基
本として、実費（空路で運搬又は移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移
動する場合には船賃、陸路で運搬又は移動する場合には燃料代及び有料道
路代（運送業者を利用して運搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福
祉用具を同一利用者に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度
に複数の利用者に係る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合にお
ける交通費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。

④　注２に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生
労働大臣が定める施設基準に適合する指定福祉用具貸与事業所が複数の福
祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合の加算限度について

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保険給付対
象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の２に相当する額を限
度として加算できるものとする。この場合において、交通費の額が当該３分の２
に相当する額に満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、
それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。

なお、実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数を
いうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又
は再開した事業所を含む。）については、直近の３月における１月当たりの平均
実利用者数を用いるものとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開し
た事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。平均実利
用者数については、毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合
については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。また、当該加算
を算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意を得
てサービスを行う必要があること。

５　加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算
等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させること
とする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から
加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、
当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給
付費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、
悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。
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指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の注１３、訪問入浴介護
費の注７、訪問看護費の注９、訪問リハビリテーション費の注５、居宅療養管理
指導費のイ（１）及び（２）の注５、ロ（１）から（３）までの注４、ハ（１）及び（２）の
注６、ニ（１）及び（２）の注４並びにホ（１）から（３）までの注４、通所介護費の注
７、通所リハビリテーション費の注６並びに福祉用具貸与費の注３、指定居宅介
護支援介護給付費単位数表の居宅介護支援費の注６、指定地域密着型サー
ビス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の注８、夜
間対応型訪問介護費の注６、認知症対応型通所介護費の注５、小規模多機能
型居宅介護費の注９、複合型サービス費の注８及び地域密着型通所介護費の
注９、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問入浴介護
費の注７、介護予防訪問看護費の注８、介護予防訪問リハビリテーション費の
注５、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注５、ロ（１）から（３）ま
での注４、ハ（１）及び（２）の注６、ニ（１）及び（２）の注４並びにホ（１）から（３）ま
での注４、介護予防通所リハビリテーション費の注２、介護予防福祉用具貸与
費の注３、指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予
防認知症対応型通所介護費の注５及び介護予防小規模多機能型居宅介護費
の注９並びに介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に
規定する厚生労働大臣が定める基準別表単位数表の訪問型サービス費の注
６及び通所型サービス費の注２の厚生労働大臣が別に定める地域
次のいずれかに該当する地域
イ　離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により
指定された離島振興対策実施地域

ロ　奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条
に規定する奄美群島

ハ　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
に規定する豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特別豪雪地帯

ニ　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す
る法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺地

ホ　山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指
定された振興山村

ヘ　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条
第一項に規定する小笠原諸島

ト　半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定
された半島振興対策実施地域

チ　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に
関する法律（平成五年法律第七十二号）第二条第一項に規定する特定農山村
地域

リ　過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域

ヌ　沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定す
る離島

【加算】中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

注３　別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の
事業の実施地域を越えて指定福祉用具貸与を行う場合は、当該指定福祉用具
貸与の開始日の属する月に、当該指定福祉用具貸与事業者の通常の事業の
実施地域において指定福祉用具貸与を行う場合に要する交通費に相当する額
の３分の１に相当する額を当該指定福祉用具貸与事業所の所在地に適用され
る１単位の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定福祉
用具貸与に係る福祉用具貸与費の３分の１に相当する額を限度として所定単
位数に加算する。
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＜特別地域加算等＞
月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそ
れ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対
象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となる
のか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／13

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割
り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。

＜特別地域加算等＞
特別地域加算（１５％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提供加算
（５％）、又は、中山間地域等における小規模事業所加算（１０％）と中山間地域
等に居住するものへのサービス提供加算（５％）を同時に算定することは可能
か。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／11

特別地域加算対象地域又は中山間地域等における小規模事業所加算対象地
域にある事業所が通常のサービス実施地域を越えて別の中山間地域等に居
住する利用者にサービスを提供する場合にあっては、算定可能である。

⑤　注３に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に
対して、通常の事業の実施地域を越えて複数の福祉用具を同一利用者に対し
て同時に貸与した場合の加算限度について

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保険給付対
象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の１に相当する額を限
度として加算できるものとする。この場合において、交通費の額が当該３分の１
に相当する額に満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、
それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。なお、当該加算を
算定する利用者については、指定居宅サービス基準第197条第３項第１号に規
定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。

①　交通費の算出方法について

注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域において指定福祉用具
貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済的な通常の経路及び方法
（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な階級）による交通費とすることを基
本として、実費（空路で運搬又は移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移
動する場合には船賃、陸路で運搬又は移動する場合には燃料代及び有料道
路代（運送業者を利用して運搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福
祉用具を同一利用者に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度
に複数の利用者に係る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合にお
ける交通費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。
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○厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び
厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉
用具の種目 
  
 
〔平成十一年三月三十一日号外厚生省告示第九十四号〕
介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第四十四条第一項〔平成一七年六
月法律七七号により委任規定削除〕の規定に基づき、厚生大臣が定める居宅
介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目を次のように定め、
平成十二年四月一日から適用する。
厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚
生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用
具の種目
 
１　腰掛便座
次のいずれかに該当するものに限る。
一　和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの
二　洋式便器の上に置いて高さを補うもの
三　電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有し
ているもの
四　便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（居室において利用可能で
あるものに限る。）

２　自動排泄せつ処理装置の交換可能部品
  
３　排泄せつ予測支援機器
膀ぼう胱こう内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、排尿の機会を
居宅要介護者等又はその介護を行う者に通知するもの
  
４　入浴補助用具
座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補助を目的とする用具で
あって次のいずれかに該当するものに限る。
一　入浴用椅子
二　浴槽用手すり
三　浴槽内椅子
四　入浴台
浴槽の縁にかけて利用する台であって、浴槽への出入りのためのもの
五　浴室内すのこ
六　浴槽内すのこ
七　入浴用介助ベルト
  
５　簡易浴槽
空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、取水又は排水
のために工事を伴わないもの
  
６　移動用リフトのつり具の部分

特定福祉用具販売
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老企第34号平成12年１月31日厚生省老人保健福祉局企画課長通知
介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて、より

２　厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及
び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福
祉用具の種目

(１)　腰掛便座
次のいずれかに該当するものに限る。

①　和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの（腰掛式に変換する場合に
高さを補うものを含む。）。

②　洋式便器の上に置いて高さを補うもの。

③　電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有し
ているもの。

④　便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（水洗機能を有する便器を
含み、居室において利用可能であるものに限る。）。

但し、設置に要する費用については従来通り、法に基づく保険給付の対象とな
らないものである。

(３)　排泄予測支援機器

購入告示第３項に規定する「排泄予測支援機器」は、利用者が常時装着した上
で、膀胱内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、一定の量に達した
と推定された際に、排尿の機会を居宅要介護者等又はその介護を行う者に自
動で通知するものである。専用ジェル等装着の都度、消費するもの及び専用
シート等の関連製品は除かれる。

(２)　自動排泄処理装置の交換可能部品

自動排泄処理装置の交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等）のうち尿
や便の経路となるものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容
易に交換できるもの。

専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの及び専用パンツ、専用シーツ等
の関連製品は除かれる。
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(６)　移動用リフトのつり具の部分
身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること。

老振発第0410001号平成21年４月10日より

４　入浴補助用具

　販売告示第３項に掲げる「入浴補助用具」については、入浴に際しての補助
を行えるものを対象としているところであるが、今般、身体に直接巻き付けて使
用するもので浴槽への出入り等を容易に介助することができる入浴用介助ベ
ルトについても給付対象に含めることとしたものである。

(４)　入浴補助用具
購入告示第４項各号に掲げる「入浴補助用具」は、それぞれ以下のとおりであ
る。

①　入浴用いす
座面の高さが概ね35センチメートル以上のもの又はリクライニング機能を有す
るものに限る。

②　浴槽用手すり
浴槽の縁を挟み込んで固定することができるものに限る。

③　浴槽内いす
浴槽内に置いて利用することができるものに限る。

④　入浴台
浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容易にすることができるものに限る。

⑤　浴室内すのこ
浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるものに限る。

⑥　浴槽内すのこ
浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うものに限る。

⑦　入浴用介助ベルト
居宅要介護者等の身体に直接巻き付けて使用するものであって、浴槽への出
入り等を容易に介助することができるものに限る。

(５)　簡易浴槽

購入告示第５項に規定する「空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるも
の」とは、硬質の材質であっても使用しないときに立て掛けること等により収納
できるものを含むものであり、また、居室において必要があれば入浴が可能な
ものに限られる。
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老企第34号平成12年１月31日厚生省老人保健福祉局企画課長通知
介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて、より

住宅改修

○厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種
類 
  
  
〔平成十一年三月三十一日号外厚生省告示第九十五号〕
介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第四十五条第一項の規定に基づ
き、厚生大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類
を次のように定め、平成十二年四月一日から適用する。
厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類
 
介護保険法第四十五条第一項に規定する厚生労働大臣が定める居宅介護住
宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類は、一種類とし、次に掲げる住宅改
修がこれに含まれるものとする。
一　手すりの取付け
二　段差の解消
三　滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更
四　引き戸等への扉の取替え
五　洋式便器等への便器の取替え
六　その他前各号の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修

３　複合的機能を有する福祉用具について２つ以上の機能を有する福祉用具
については、次のとおり取り扱う。

①　それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に
着目して部分ごとに１つの福祉用具として判断する。

②　区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該
当する機能が含まれているときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として
判断する。

③　福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含ま
れる場合は、法に基づく保険給付の対象外として取り扱う。

但し、当該福祉用具の機能を高める外部との通信機能を有するもののうち、認
知症老人徘徊感知機器において、当該福祉用具の種目に相当する部分と当該
通信機能に相当する部分が区分できる場合には、当該福祉用具の種目に相当
する部分に限り給付対象とする。
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老振発第0410001号平成21年４月10日より

２　引き戸等への扉の取替え

　「厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種
類」（平成11年３月31日厚生省告示第95号）第４号に掲げる「引き戸等への扉
の取替え」については、従来、扉位置の変更等を含め扉の取替えとしてきたと
ころであるが、検討会での議論を踏まえ、引き戸等の新設により、扉位置の変
更等に比べ費用が低廉に抑えられる場合もあることから、その場合に限り「引
き戸等の新設」は「引き戸等への扉の取替え」に含まれ、給付対象であることと
整理したものである。

第２　住宅改修
厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給
に係る住宅改修の種類

(１)　手すりの取付け
住宅改修告示第１号に掲げる「手すりの取付け」とは、廊下、便所、浴室、玄
関、玄関からの道路までの通路等に転倒予防若しくは移動又は移乗動作に資
することを目的として設置するものである。手すりの形状は、二段式、縦付け、
横付け等適切なものとする。
なお、貸与告示第７項に掲げる「手すり」に該当するものは除かれる。

(２)　段差の解消

住宅改修告示第２号に掲げる「段差の解消」とは、居室、廊下、便所、浴室、玄
関等の各室間の床の段差及び玄関から道路までの通路等の段差又は傾斜を
解消するための住宅改修をいい、具体的には、敷居を低くする工事、スロープ
を設置する工事、浴室の床のかさ上げ等が想定されるものである。

ただし、貸与告示第８項に掲げる「スロープ」又は購入告示第３項第５号に掲げ
る「浴室内すのこ」を置くことによる段差の解消は除かれる。

また、昇降機、リフト、段差解消機等動力により段差を解消する機器を設置する
工事は除かれる。

(３)　滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更

住宅改修告示第３号に掲げる「滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又
は通路面の材料の変更」とは、具体的には、居室においては畳敷から板製床
材、ビニル系床材等への変更、浴室においては床材の滑りにくいものへの変
更、通路面においては滑りにくい舗装材への変更等が想定されるものである。

(４)　引き戸等への扉の取替え

住宅改修告示第４号に掲げる「引き戸等への扉の取替え」には、開き戸を引き
戸、折戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるといった扉全体の取替えのほ
か、扉の撤去、ドアノブの変更、戸車の設置等も含まれる。

ただし、引き戸等への扉の取替えにあわせて自動ドアとした場合は、自動ドア
の動力部分の設置はこれに含まれず、動力部分の費用相当額は、法に基づく
保険給付の対象とならないものである。

32／82



福祉用具・介護報酬編（天晴れ介護サービス編）

(５)　洋式便器等への便器の取替え

住宅改修告示第５号に掲げる「洋式便器等への便器の取替え」とは、和式便器
を洋式便器に取り替えや、既存の便器の位置や向きを変更する場合が一般的
に想定される。

ただし、購入告示第１項に掲げる「腰掛便座」の設置は除かれる。

また、和式便器から、暖房便座、洗浄機能等が付加されている洋式便器への
取替えは含まれるが、既に洋式便器である場合のこれらの機能等の付加は含
まれない。さらに、非水洗和式便器から水洗洋式便器又は簡易水洗洋式便器
に取り替える場合は、当該工事のうち水洗化又は簡易水洗化の部分は含まれ
ず、その費用相当額は法に基づく保険給付の対象とならないものである。

(６)　その他(１)から(５)の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修
その他住宅改修告示第１号から第５号までに掲げる住宅改修に付帯して必要
となる住宅改修としては、それぞれ以下のものが考えられる。

①　手すりの取付け
手すりの取付けのための壁の下地補強

②　段差の解消
浴室の床の段差解消（浴室の床のかさ上げ）に伴う給排水設備工事、スロープ
の設置に伴う転落や脱輪防止を目的とする柵や立ち上がりの設置

③　床又は通路面の材料の変更
床材の変更のための下地の補修や根太の補強又は通路面の材料の変更のた
めの路盤の整備

④　扉の取替え
扉の取替えに伴う壁又は柱の改修工事

⑤　便器の取替え
便器の取替えに伴う給排水設備工事（水洗化又は簡易水洗化に係るものを除
く。）、便器の取替えに伴う床材の変更
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老企第42号平成12年３月８日厚生省老人保健福祉局企画課長通知
居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給について　より

１　住宅改修費の支給限度額
(１)　支給限度基準額

住宅改修費の支給対象となる住宅改修は、被保険者の資産形成につながらな
いよう、また住宅改修について制約を受ける賃貸住宅等に居住する高齢者との
均衡等も考慮して、手すりの取付け、床段差の解消等比較的小規模なものとし
たところであり、これらに通常要する費用を勘案して、基準額告示において、居
宅介護住宅改修費支給限度基準額及び介護予防住宅改修費支給限度基準
額を20万円としたところである。

このため、20万円までの住宅改修を行うことが可能であり、20万円の住宅改修
を行った場合、通常、保険給付の額は18万円（法第49条の２第１項又は第59条
の２第１項の規定が適用される場合にあっては16万円、法第49条の２第２項又
は第59条の２第２項の規定が適用される場合にあっては14万円）となるもので
ある。

(２)　支給限度額管理

①　支給限度額と要介護状態区分等との関係

基準額告示においては、居宅介護住宅改修費支給限度基準額は要介護状態
区分にかかわらず定額（20万円）とし、介護予防住宅改修費支給限度基準額も
同額としたところである。また、施行規則第76条第１項及び第95条の規定によ
り、居宅介護住宅改修費の支給と介護予防住宅改修費の支給は、同一の支給
限度額で統一的に管理される。すなわち、要介護状態区分が変更された場合、
要介護者が要支援者になった場合又は要支援者が要介護者になった場合で
あっても、それをもって支給限度額に変更があるわけではなく、支給限度額は、
以前に支給された住宅改修費の額を支給限度基準額（20万円）から控除した
額となる。

また、平成18年４月１日前に居宅支援住宅改修費が支給されている場合には、
その支給額は「以前に支給された住宅改修費の額」に算入され、支給限度額
は、支給限度基準額（20万円）からこれを控除した額となる。

ただし、施行規則第76条第２項の規定及び特例告示により、過去において最初
に住宅改修費の支給を受けた住宅改修の着工時点と比較して介護の必要の
程度が著しく高い要介護認定を受けている状態（次に掲げる要介護等状態区
分を基準として定める「介護の必要の程度」の段階が３段階以上上がった場
合）で行った住宅改修について、初めて住宅改修費の支給を受ける場合には、
それ以前に支給された住宅改修費の額にかかわらず、改めて支給限度基準額
（20万円）までの住宅改修費の支給を受けることが可能となる。なお、この取扱
いは１回に限られる。
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初めて住宅改修に着工した日の要介護等状態区分を基準として、「介護の必
要の程度」の段階が３段階以上上がった場合（次の14通り）は再度20万円まで
住宅改修費が支給可能となる。

例外1

初めて住宅改修費が支給された住宅改修の着工日の要介護等状態区分を基
準として次表に定める「介護の必要の程度」の段階が３段階以上上がった場合
に、再度、20万円まで支給可能（以下「３段階リセットの例外」という。）

・したがって、要支援１から要介護２となった場合、要介護等状態区分は３段階
上がるものの、「介護の必要の程度」の段階は２段階しか上がっておらず、３段
階リセットの例外は適用されない。

・「介護の必要の程度」の段階は３段階以上上がっても自動的に３段階リセット
の例外が適用されるのではなく、その時点で住宅改修を行わない場合は適用
されない。

・３段階リセットの例外が適用された場合は、以前の住宅改修で支給可能残額
があってもリセットされ、支給限度額は20万円となり、支給限度額管理もリセット
後のみで行われる。

・３段階リセットの例外は一の被保険者につき１回しか適用されない。

・ただし転居した場合（例外２参照）は、転居後の住宅改修に着目し３段階リ
セットの例外が適用される。

（別紙１）住宅改修の支給可能額算定の例外に係る取扱いに関する解説

(１)　要介護等状態区分を基準として定める「介護の必要の程度」の段階が３段
階以上上がった場合
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ただし、この３段階以上というのは、着工日の要介護等状態区分を比較するも
のであり、その他の要介護等状態区分の履歴は関係ないことに留意されたい。

したがって、①初めて認定された要介護等状態区分、例えば、要支援１と認定
されたもののその時点では住宅改修を行わず、要介護１となってから初めて住
宅改修を行った場合は、要介護１を基準として「介護の必要の程度」の段階が３
段階以上上がった場合に再度20万円まで支給が可能となる。

一方、②要支援２のときに初めて住宅改修に着工し、その後要介護４の認定を
受けたもののこの時点では再度の住宅改修を行わず、後に要介護３と変更さ
れた場合には、「介護の必要の程度」の段階が３段階以上という要件を満たし
ていないため３段階リセットの例外は適用されない。この場合、再び要介護４又
は要介護５の認定がなされれば、再度20万円まで支給が可能となる。

さらに、③要介護１の時に初めて住宅改修に着工し10万円の住宅改修費の支
給を受け、その後要介護３の時点でも10万円の住宅改修費の支給を受けた場
合であっても、要介護４となった場合、初めて住宅改修を行った要介護１を基準
として「介護の必要の程度」の段階が３段階上がっているため、再度20万円ま
での支給が可能となるが、逆に④要介護３の時に初めて住宅改修に着工し10
万円の住宅改修費の支給を受け、その後要介護１の時点で10万円の住宅改
修費の支給を受けた場合は、初めて住宅改修を行った要介護３が基準となる
ので、要介護４となった場合でも再度の住宅改修費の支給はできないこととな
る。
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また、以前の住宅改修で20万円まで支給を受けておらず支給可能残額があっ
ても、支給可能残額はリセットされ、再度の住宅改修の支給限度額は20万円と
なる。したがって、⑤要介護１の時に12万円の支給を受け、その後要介護４で
住宅改修を行った場合は、支給可能残額の８万円はリセットされることとなり、
20万円が支給限度額となる。

ひとたび３段階リセットの例外が適用されると、その後の要介護等状態区分の
変化にかかわらずリセット後で支給限度額管理がなされる。⑥要介護１の時に
12万円の住宅改修を行い、その後要介護４で15万円の再度の住宅改修を行っ
た場合、さらにその後要介護３となっても支給限度額管理はリセット後で行われ
るため５万円までの住宅改修費の支給が可能となる。なお、要介護１のときの
支給可能残額８万円はすでにリセットされており、復活することはない。

３段階リセットの例外は、一の被保険者につき１回限りであり、⑦再び「介護の
必要の程度」の段階が３段階以上上がっても適用されない。
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（別紙１）住宅改修の支給可能額算定の例外に係る取扱いに関する解説
(２)　転居した場合

例外２

・転居した場合は、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況とは関係なく、
転居後の住宅について20万円まで支給可能（以下「転居リセットの例外」とい
う。）

・３段階リセットの例外は転居後の住宅のみに着目して適用

（転居リセットの例外が優先）

・転居前の住宅に再び転居した場合は転居前住宅に係る支給状況が復活

転居した場合は、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況のいかんにか
かわらず、転居後の住宅について20万円まで住宅改修費の支給が可能とな
る。また、⑧３段階リセットの例外も転居後の住居について初めて住宅改修に
着工する日の要介護等状態区分を基準とする。

②　転居した場合の支給限度額管理

支給限度額管理は、施行規則第76条第１項及び第95条の規定により、現に居
住している住宅に係る住宅改修費のみを対象として行うこととしており、当該住
宅以外の住宅について支給された住宅改修費については、支給限度額管理の
対象とはならない。よって、転居した場合には改めて支給限度基準額までの住
宅改修費の支給を受けることが可能となる。

（注）これらの具体的取扱いについて別紙１として解説を作成したので活用され
たい。
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老振発第0617001号平成16年６月17日厚生労働省老健局振興課長通知
介護保険における福祉用具の選定の判断基準について　別途資料

※なお、自治体のHPによると、本文書は、軽度者への福祉用具の例外給付の制度が開始する前のものになります、と
のこと
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